
【表８】　　食酢製造業における出荷数量、出荷金額等の推移

出荷数量 出荷金額 事業所 出荷金額 事業所 出荷金額 事業所 出荷金額 事業所 出荷金額 事業所

（ｷﾛﾘｯﾄﾙ） （百万円） （ヶ所） （百万円） （ヶ所） （百万円） （ヶ所） （百万円） （ヶ所） （百万円） （ヶ所）

平成10年
（1998）

425,168 57,319 305 3,163 172 3,859 59 26,384 64 23,913 10

平成11年
（1999）

403,277 49,204 287 3,096 162 3,495 54 24,320 60 18,293 11

平成12年
（2000）

442,072 50,156 282 3,264 159 3,916 54 24,886 59 18,090 10

平成13年
（2001）

465,006 50,592 269 2,691 136 4,744 69 20,898 52 22,259 12

平成14年
（2002）

430,412 52,419 268 2,422 128 4,902 71 22,486 56 22,609 13

平成15年
（2003）

451,956 55,078 285 2,833 144 5,237 67 25,577 62 21,432 12

平成16年
（2004）

462,684 58,293 267 2,453 127 4,209 64 29,296 66 22,336 10

平成17年
（2005）

454,757 62,552 282 3,099 153 4,178 50 30,353 69 24,922 10

平成18年
（2006）

451,706 60,143 278 2,568 139 3,972 57 26,617 71 26,986 11

平成19年
（2007）

445,179 60,765 285 2,937 132 5,503 71 28,831 72 23,493 10

平成20年
（2008）

411,761 56,751 289 2,731 145 5,018 62 25,441 71 23,560 11

平成21年
（2009）

435,041 59,324 265 2,547 135 4,645 58 25,947 62 26,184 10

平成22年
（2010）

364,906 58,755 262 9,459 135 3,745 55 22,225 61 23,326 11

平成23年
（2011）

402,679 49,637 243 8,677 120 4,790 49 18,710 63 17,460 11

平成24年
（2012）

437,901 56,760 255 8,347 111 4,605 68 25,927 66 17,881 10

平成25年
（2013）

531,020 53,331 246 7,285 104 3,614 70 26,212 61 16,221 11

平成26年
（2014）

417,662 42,982 242 2,115 104 3,660 66 22,182 61 15,024 11

平成27年
（2015）

443,954 53,804 202 1,900 87 4,135 51 25,226 55 22,543 9

平成28年
(2016)

447,546 57,393 226 1,497 97 2,899 52 29,696 65 23,301 12

平成29年
(2017)

417,109 53,812 211 1,323 87 3,970 53 25,364 57 23,154 14

平成30 年
(2018)

439,503 56,262 223 2,058 92 3,727 52 25,394 65 25,083 14

令和元年
(2019)

431,899 54,570 206 1,357 83 3,500 52 23,705 56 26,010 15

令和２年
(2020)

672,639 51,412 229 1,714 88 4,062 49 22,213 48 23,127 12

令和３年
(2021)

614,924 45,119 229 2,085 120 5,419 50 19,006 47 18,610 12

令和４年
(2022)

319,875 41,682 227 1,819 120 3,947 53 19,081 43 16,835 11

令和５年
(2023)

326,272 44,055 227 1,827 120 4,115 54 20,037 43 18,076 10

※令和4年5月に経済構造実態調査の1部となる。従業員規模別4～9人が1人～9人に変更。

全 国 計

※平成25年及び令和2年・令和3年の年間出荷数量は、過大である可能性がある。

資料：経済産業省「工業統計（品目編）」より、令和２年から経産省「経済センサス活動調査製造業」12月公表より。

※令和2年から従業員規模別から個人事業者を除外。

※平成22年～25年の従業者（4～9人）の事業所における出荷金額は、過大である可能性がある。

従 業 者 の 規 模 別

４～９人＊ 10～19人 20～99人 100人以上


